平成23年度第１回市民福祉推進委員会議事録（要約）
１　開催日時
平成23年５月18日（水）　午後６時30分～８時45分
２　開催場所
市役所小田急線高架下分室　103・104会議室
３　出席者
（委　員）土岐　毅



　　　　　三島瑞子



　　　　　徳武　孝



　　　　　渡邊順介



　　　　　米澤　薫



　　　　  小野　翠



　　　　　若松博子



　　　　　須崎武夫



　　　　　田中修子



　　　　　福川須美



　　　　　宮城　孝



　　　　　濱田　孝



　　　　　中川信子



　　　　　平林浩一



　　　　　小泉一夫



　　　　　小林万佐也



（事務局）小川正美（福祉保健部福祉サービス支援室長兼生活支援課長）



　　　　　西田久美子（介護支援課長）


　　　　　小川みゆき（子育て支援課長）



　　　　　井上和信（児童青少年課長）



　　　　　長村卓也（福祉サービス支援室総合調整担当主査）


　　　　　髙橋　治（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　小原正枝（福祉サービス支援室障がい者支援担当主査）



　　　　　宇野暁行（福祉サービス支援室総合調整担当主事）


　　　　　松下順一（福祉サービス支援室総合調整担当主事）

４　欠席者
（委　員）　佐藤宗幸、秋山實、長谷川泰、岩﨑晋也、小野敏明

５　傍聴者
１人
６　内容
会議次第


１　審議事項


　(1)地域福祉計画、障害者計画の策定について
資料1-1・1-2・1-3


　(2)福祉基本条例の改正について

　　　　資料２


　(3)スケジュールについて


資料３


　(4)アンケート案について


資料4-1・4-2



２　その他



　　保育所入所待機児童数、学童クラブ入所者数について
７　会議の結果
事務局：　開会に先立ちまして、４月の人事異動に伴い委員並びに事務局の人員に変更がございますのでご紹介させていただきます。まず、委員の変更につきましては、新たに保健・医療関係者として多摩府中保健所の田中修子氏、福祉保健部長として小林万佐也に委員への就任をお願いしております。また、事務局ですが、福祉サービス支援室長が小川正美に変更、髙橋治が新たに事務局に加わっております。今年度はこの体制で進めてまいりたいと思いますのでどうぞよろしくお願いいたします。
委員長：　皆さんこんばんは。当初、この市民福祉推進委員会は３月29日の開催を予定しておりましたが、東日本大震災の影響もあり、本日まで開催が遅れてしましました。これにより、今年度の日程が厳しくなってしまったところもありますが、市民の皆さんも地域のことを考える関心が高まっていると思いますので、ぜひ熱心な議論を重ねていきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。本日は、秋山委員、長谷川委員、岩﨑委員、小野委員から欠席のご連絡をいただいております。
本年度１回目の会議であり、また、委員の変更もございましたので、委員会の公開の取扱いについて、確認をさせていただきます。従来から本委員会の会議については公開、議事録については要点筆記という取扱いにさせていただいております。今年度についても同様の取扱いをいたしたいと思います。どうぞよろしくお願いします。
本日は、昨年度から議論を続けております、地域福祉計画、障害者計画、福祉基本条例の改正について、事務局よりそれぞれ基本方針が示されましたので、今後のスケジュール等も含めて審議していきたいと考えております。また、地域福祉計画の策定にあたってはアンケート調査の実施も予定されており、その原案も示されていますので、そちらについても検討してまいりたいと思います。それでは、事務局より資料の確認をお願いいたします。
（資料確認終了）

委員長：　それでは、議題１「地域福祉計画、障害者計画の策定について」事務局から説明をお願いします。
事務局：　資料1-1の地域福祉計画の策定について、ご説明いたします。狛江市では、「人がやさしい、人にやさしい、あいとぴあ狛江」を基本理念として、市民すべてが地域の中で豊かな生活が過ごせるまちづくりを目指し、「第２次あいとぴあレインボープラン（第２次地域福祉計画）」を平成14年３月に策定し、地域福祉の推進に取り組んできました。平成22年２月に狛江市総合基本計画が新たに策定されるとともに、第２次あいとぴあレインボープランの終期である平成23年度を迎えることから、総合基本計画で示された「私たちがつくる水と緑のまち」を地域福祉の視点から実現を目指すとともに、地域福祉を取り巻く新しい動向を踏まえ、地域福祉計画の改定を行いたいと考えております。計画の位置づけにつきましては、あいとぴあレインボープランのこれまでの成果を踏まえるとともに、第２次あいとぴあレインボープランを引継ぎ発展させながら、「狛江市第４期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画」、「狛江市障害者計画」、「狛江市次世代育成支援行動計画」、「健康こまえ21（狛江市保健計画）」といった福祉に関わる個別計画が地域において円滑に行われるよう、共通する理念や取組みを総合的・横断的に推進する計画としたいと考えております。
計画の方向性については、住み慣れた地域で誰もが安心して暮らすことができるよう、地域における生活課題を明らかにするとともに、その解決に向け地域住民と行政とが協働し、それぞれの地域の実情にあった体制づくり・仕組みづくりを横断的に行い、市民すべてが地域の中で豊かな生活が過ごせるまちづくり・地域づくりを目指したいと思います。また、平成19年８月の厚生労働省通知において市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項として示された「要援護者の支援方策」について盛り込みたいと考えております。
計画期間は、平成24年度から28年度までの５ヵ年とし、中間年度にあたる平成26年度に基本計画の改定や社会情勢の変化、法改正の状況等に応じて必要な見直しを行うことを想定しています。個別計画との関係につきましては、地域福祉計画は対象者別に定められた個別計画に掲げる保健・福祉施策を縦割りではなく、地域の視点で横断的に取り組むための方策を盛り込んだ計画として、地域における総合的なサービス体制の整備を目標に計画し、個別計画とあわせより一層の地域福祉の推進を図る計画としたいと考えております。
次に資料1-2の地域福祉計画策定専門作業部会の設置についてご説明いたします。計画の策定体制については、狛江市福祉基本条例施行規則第29条第４項に基づき、市民福祉推進委員会のもとに実務者からなる専門作業部会を設置し、地域福祉を推進する上での課題等を明らかにするとともに、次期計画に取り組むべき施策の方向性等を検討し、委員会に提示したいと考えております。専門作業部会での検討事項は、地域支え合い、在宅ケア、これらの検討に必要な防災上の観点のほか、市民福祉推進委員会より検討を求められた事項を想定しています。専門作業部会のメンバーについては、市民福祉推進委員より２名のほか、実務者として各担当課、社会福祉協議会、ボランティアセンター、地域包括支援センターの代表者としたいと考えております。
次に、資料の1-3の障害者計画並びに障害福祉計画の策定についてご説明いたします。狛江市では、「ともにつくる、障がいのある人もない人も、いきいきと安心して生活できるまち・狛江」を基本理念に、障がいのある人がその人間としての尊厳が重んじられ、障がいのない人とともに社会のあらゆる分野に参加できるような社会の実現をめざし、「第２次あいとぴあレインボープラン（第２次地域福祉計画）」の対象者別計画として「第２次あいとぴあレインボープラン障害者分野編」を策定し、障害者支援の推進に取り組んできました。平成22年３月に狛江市総合基本計画が新たに策定されるとともに、第２次あいとぴあレインボープランの終期となる平成23年度を迎えるにあたり、障がい者に関する施策をより明確にするとともに、より一層の障がい者支援の推進を図るために、新たに策定される第３次地域福祉計画の対象者別計画として「第２次障害者計画」を策定したいと考えております。
計画の位置づけについては、前計画同様、障害者基本法に基づく障害者計画としての位置づけももつものとし、総合基本計画の将来像を実現するための個別計画として、また地域福祉計画に定める地域福祉を推進するうえでの対象者別の福祉計画として位置づけ、障がい者施策全般の基本的な方向性を示し、市の障がい者施策を計画的に推進する計画とします。また、障害者自立支援法に基づく障害福祉計画についても、障害者計画の中の生活支援施策に関する数値目標を掲げる実施計画として併せて策定したいと考えております。
計画の方向性については、前計画の評価を行い、達成状況、問題点を踏まえ、より実効性の高い計画とするとともに、障害者自立支援法の改正、障害者権利条約批准に向けた動きなど社会情勢の変化や今日的課題についても新たに盛り込むことを想定しています。
計画期間は、平成24年度から28年度までの５か年とした上で、障害者計画の中で生活支援施策に関する数値目標等を示す障害福祉計画部分については、中間年度の平成26年度までを示すものとするとともに、社会情勢の変化，法改正の状況等に応じて計画全体の必要な見直しを行いたいと考えております。策定体制につきましては、福祉推進委員会のもとに障がい作業委員会を設置し、前計画の評価、進捗状況、課題等の調査を行い、次期計画の方向性を検討するとともに、計画素案づくりを行っていきたいと考えています。
委員長：　それでは、事務局より説明のあった地域福祉計画、障害者計画の策定について、ご質問等がございますか。

委員：　資料1-1にある計画の方向性について、要援護者の支援方策についても盛り込むとあるが、具体的にはどういう内容なのでしょうか。

事務局：　個別計画とのすり合わせが必要ではありますが、市が進めている災害時における要援護者の支援について、全体的な方向性を検討していくことを考えています。

委員長：　ちょっと確認をしてほしいのですが、昨年も厚生労働省から地域福祉計画について、100歳以上の方の所在不明問題に関連して何か通知等が出ていたのではないでしょうか。

委員：　計画策定の進め方について、これから地域福祉分野や障害者分野というように、委員が分かれて議論をしていくことになるのでしょうか。
事務局：　地域福祉計画の策定については、新たにワーキンググループとして、地域福祉計画策定専門作業部会を設置したいと考えております。一部、本委員会の委員にも入っていただきながら、主として地域福祉に関係する実務者で課題等の検討を行っていきたいと思っています。一方、障害者計画の策定については、本委員会の委員に入っていただく障がい作業委員会を設置し、検討を進めていきたいと思います。今のところ、委員の皆さんすべてがそれぞれに分かれて議論していくということは想定していません。

委員：　本委員会は、今年度複数回の開催が予定されていると思いますが、さきほど説明のあった作業部会や障がい作業委員会で議論されたものが、最終的に本委員会に示されるという解釈でよいのでしょうか。
事務局：　障害者計画の方については、障がい作業委員会で計画の案まで作成いただき、本委員会へ提示することを想定しています。地域福祉計画の策定については、本委員会で計画案を検討していくことを基本に、作業部会では計画策定に必要な検討項目について、集中的に議論することを考えています。

委員：　これまでの取組みの評価をある程度示していただいた上で、計画策定に取組みたいと思いますがいかがでしょうか。

事務局：　後ほど、資料３のスケジュールをご検討いただく予定でございますが、評価結果については次回の第２回委員会等でお示しをさせていただき、検討していただくことを事務局として想定しています。
委員長：　計画策定に向けた細かい段取りについては、議題３「スケジュールについて」で改めて議論したいと思います。

委員長：　資料1-2にある地域福祉計画策定専門作業部会における検討事項についてですが、地域支え合いに関することでは、狛江市の場合、民生委員の人数が定員を満たしていないという課題もあり、これらも含めて検討していく必要があると思います。また、在宅ケアでは、障がいや児童の分野を含めて、住み慣れた地域で暮らしていくために必要な支援について、検討することがポイントであると思います。防災に関しては、災害弱者への対応や防犯という視点も重要ではないかと思います。
委員：　その他市民福祉推進委員会より検討を求められた事項について、子どものこと、例えば児童虐待や障がいのある子どもへの支援なども加えてはよいのではないでしょうか。児童の分野では相談支援をいかに充実するかがとても重要ではないかと思います。
委員長：　次世代育成支援行動計画がすでに策定済みだからといって、今回検討をまったくしないということではないと思います。内閣府では、ひきこもりなど青少年育成に関する取組みも進められています。また、発達障がいや低所得世帯への支援等も課題と認識されます。うつをはじめ震災等の発生により、精神的に不安定な状態となっている人も大勢いると言われています。
委員：　ケアの仕方として、訪問型の支援の充実も必要ではないでしょうか。拠点をかまえてそこで待っているだけではだめだと思います。

委員：　震災があったことで、障がいのある人の中には夜眠れないなど、緊張状態にある人がいると聞いています。また震災発生時に、地域ではどのように避難すればよいのか、不安に思っている人も多いと思います。震災に関する情報はテレビなどでたくさん報道されていますが、被災した障がい者の様子や支援がどのように行われているのかについては、まったく情報が入ってこないと思います。
委員長：　狛江市は人口規模も大きくないので、細かく丁寧に支援を必要としているさまざまな人へのケア、支援のシステムを構築していく必要があると思います。

委員長：　それでは、続きまして議題２「福祉基本条例の改正について」事務局から説明をお願いします。
事務局：　資料２の狛江市福祉基本条例改正に向けた基本的考え方について、ご説明いたします。狛江市では、すべての市民が、生涯にわたり人間性が尊重され、生きがいをもって、ともに生きる豊かな福祉社会の実現をめざし、平成６年に「狛江市福祉基本条例」を制定しました。本条例の特徴としては、①狛江の福祉憲法として位置づけ、レインボープランで掲げた基本理念を前文で表現、②市、市民、事業者それぞれの役割と責務を明らかにし、互いに連携・協働していくべきことを規定、③公共的建築物等の福祉環境整備の義務付け、④福祉環境整備促進に向け、相談・資金援助・貸付・適合施設の認定、周知を市長の責務として規定、⑤福祉のまちづくりを総合的に推進していく組織として市民福祉推進委員会を設置などが挙げられます。狛江市における福祉基本条例の制定は、国や都に先駆けての取組みであり、全国的に見ても先進的内容でした。その後、全国的に同様の趣旨の条例が制定されましたが、建築物等を中心としたまちづくり条例がほとんどであり、市民福祉に関する施策を総合的に推進する福祉の基本条例として制定している自治体は少ないのが実情です。
狛江市では、平成６年の条例制定以降、狛江独自の福祉環境整備基準を設け、高齢者・障がい者を含むすべての市民が、安心して快適に利用できるように、公共的建築物に対し必要な措置を講じるよう指導・助言を行ってきました。しかしながら、これまでの高齢者や障がい者等の移動困難者の障壁を取り除く「バリアフリー」の考え方から、誰もが利用しやすい生活環境づくりをめざした「ユニバーサル社会づくり」の推進が提唱されるとともに、それらを踏まえた法整備も行われてきました。そうした社会状況の変化を受け、狛江市においても、福祉環境整備基準の改定等を行ってきましたが、障がい者や高齢者を含むあらゆる人が社会活動に参加でき、ともにささえあうユニバーサル社会を実現するためには、これまでの建築物を中心とした環境整備基準だけでなく、ソフト面における対応の推進も必要であり、これらを踏まえ、福祉基本条例の改正を行いたいと考えております。
改正・見直しにおいて充実・補完すべきポイントについて、事務局では現時点で４つのポイントを想定しています。①すべての人々が自らの意思で自由に行動し、積極的に社会参加できるまちづくりを推進するために“ユニバーサル社会づくりの視点の導入”、②これまでの建築物を中心とした取組みに加え、ソフト面も含めた基盤整備を行い、ハード・ソフト両面からの福祉のまちづくりを推進する“建築物以外のユニバーサル社会づくりに向けたまちづくり”、③施策の評価や市民意見の反映を図るための仕組みを新たに導入し、ユニバーサル社会づくりを着実に推進するための“福祉のまちづくりをさらに進める仕組みづくり”、④市民が積極的に福祉のまちづくりを推進する役割を担うことを明記するとともに、地域を中心とした「新たなささえあい」の仕組みの構築をめざす“市民の役割を重視”です。これ以外のポイントについても、本委員会で協議を重ね、必要に応じて設定していきたいと考えております。これらを踏まえた、条例改正の方向性については第２回の委員会で議論させていただきたいと思います。
委員長：　早いもので福祉基本条例が制定されて15年以上が経過しましたが、狛江市ではこの条例があることで、計画策定等への市民参画が進んでいると認識しています。今回の改正は、次の時代に向けての見直しを行うということが趣旨だと思いますが、委員の皆さんからご意見等はございますか。
委員：　改正・見直しにおいて充実・補完すべきポイントの中で、建築物以外のユニバーサル社会づくりという言葉がありますが、これは“建築物を含めた”という考えの方がよいのではないでしょうか。例えば、市役所の庁舎はバリアフリーという面からみれば、あれほど使いづらい建物はないと思いますが、いかがでしょうか。
事務局：　今後も、建築物を含めて取り組んでいく考えでいます。

委員：　市民一人ひとりがささえあいの意識を持つことがとても大事だと思います。よって、周知や啓発という観点も入れて検討していくことが重要ではないでしょうか。

委員長：　市民に意識を持ってもらうという点では、一つの例として中野区では地域支え合いネットワーク推進条例の制定を進めており、こうした動きも参考となるのではないでしょうか。

委員：　この福祉基本条例の改正は今行わなくてはいけないのでしょうか。地域福祉計画の策定を踏まえて、条例改正を行うスケジュールはいかがでしょうか。計画策定をしながら条例の改正を行うのは日程的に厳しいのではと思います。
委員長：　個人的には、議論が十分でなかった場合には、条例の制定時期を延ばしてもよいのではないかと思いますが、事務局としていかがでしょうか。

事務局：　事務局としては、福祉基本条例の改正を行い、それを計画や施策の方に反映してきたいと考えています。

委員長：　条例がベースとなって施策が推進されていくという考えのようです。

委員：　福祉を推進していく上で、市民に対して市役所の職員はたくさんの関わりが出てくると思いますが、すべての部署の職員が福祉に対する理解を深められるよう、市職員の人材育成についても検討していってほしいと思います。
委員：　狛江市の特徴や課題などを整理して、それを踏まえて検討していくことが必要ではないでしょうか。

委員：　行政には地域の課題や支援を必要としている人の情報など、さまざまな情報が集まっていると思いますが、職員の方からは“これは手がつけられないので、市民の皆さんに助けてほしい”という声は聞こえてきません。市民と行政の意識に差があり、この差をどうにかして埋められたらよいと思います。

委員：　行政としては、やれるところ、やれないところを市民にはっきりと言えないという点は確かにあります。

委員長：　協働のプロセスをきちんと作っていくことが必要だと思います。

委員：　市の担当課は、福祉施設の運営推進会議等への参加を通じて、市民や当事者からの意見を把握しているはずです。それら課題も条例改正の基本的な考え方に取り入れてほしいと思います。また、“福祉のまちづくり”という言葉が出てくるが、具体的にはどのようなまちづくりをめざすのか、抽象的すぎて今ひとつ分かりづらいのではないでしょうか。
委員長：　委員からの意見を踏まえ、改正・見直しにおいて充実・補完すべきポイントや、条例改正の方向性について、事務局にて整理・検討を行っていただきたいと思います。では、続きまして議題３「スケジュールについて」事務局から説明をお願いします。
事務局：　資料３の狛江市地域福祉計画及び狛江市障害者計画策定、狛江市福祉基本条例改正のスケジュールについて、ご説明いたします。まず、地域福祉計画の策定についてですが、丸数字は本委員会、三角の印は専門作業部会の開催を表しています。第２回目の本委員会は６月に開催し、ここでは前計画実施状況の評価を予定しています。アンケート調査は６月に実施準備を行い、調査実施は７月を予定しています。８月に第３回目の本委員会を開催して計画骨子案の検討、10月と12月の本委員会では計画素案の検討を行います。年明け１月にはパブリックコメント等を実施した後、最終的な調整を本委員会で行い、年度末に市長への答申を予定しています。
次に障害者計画の策定についてですが、四角の印は障がい作業委員会の開催を表しています。本日、障害者計画の策定方針についてご確認をいただきましたので、具体的な策定方法等につきましては、障がい作業委員会の方で６月、７月をかけて議論していただく予定でおります。それと併行して第２回目の障がい作業委員会で前計画実施状況の評価も行いたいと思っています。その後、計画骨子案の検討を行い、10月の本委員会で報告させていただく予定としています。計画素案の検討は11月から12月にかけて行い、こちらも地域福祉計画と同様にパブリックコメント等を実施した後、最終的な調整を本委員会で行い、年度末に市長への答申を行います。
次に福祉基本条例の改正についてです。次回２回目の本委員会と８月に開催を予定しています第３回目の本委員会において、改正条例案の検討を行いたいと思います。その後、９月にパブリックコメント等を実施し、庁内調整を経て12月議会への上程を予定しています。
委員：　限られた日数で十分な議論を行うのは難しいと思うので、メール等を使って意見のやり取りを行うなどの工夫をしてはどうでしょうか。
事務局：　メールアドレスは個人情報ということもあり、取扱いには注意が必要と思いますが、十分な議論ができるよう必要に応じて検討していきたいと思います。

委員：　会議の日程はできるだけ早く調整してほしいのですが。

委員長：　では、今日欠席の委員に確認した後、確定ということになりますが、第３回目までの日程調整を行いたいと思います。次回第２回目は６月28日、第３回目は８月24日を予定したいと思いますがいかがでしょうか。
（委員了解）

委員長：　秋以降の本委員会の日程については、次回に調整しましょう。それでは、議題４「アンケート案について」事務局から説明をお願いします。
事務局：　資料4-1のアンケート調査の実施について、ご説明いたします。本調査は、市民の地域生活の現状や日常生活における課題や地域でのささえあいの状況、地域の福祉活動への参加の意向等を把握し、地域福祉計画策定の基礎資料とすることを目的として実施いたします。調査対象は20歳以上の市民1,000名で、住民基本台帳から無作為抽出を予定しております。調査方法は郵送法、無記名、自書式とし、調査の実施時期は７月上旬を予定しています。調査票についてですが、問１から問７まで属性に関する設問としています。問８からは地域での暮らしや関わりについて、まず地域での問題や課題をお聞きした上で、地域でのささえあい・たすけあいの必要性、地域活動への参加意向などについて伺います。問18からは、福祉サービスの利用に関する設問となっています。相談先やサービスの利用意向、利用するにあたっての心配ごとや利用しない理由を聞く設問となっています。問21からは、狛江市の福祉を充実するために必要なことについて、市が取り組むべき事項、市民と行政との関係、ノーマライゼーションに関する設問です。最後の問25では、災害時や救急時における体制について、意向を伺う設問となっています。
委員長：　個人的な意見としては、かなり精査されており、完成度の高い内容となっているように思っていますが、委員の皆さんはいかがでしょうか。次回の本委員会でもこの内容について協議することは可能なのでしょうか。
事務局：　調査実施を７月上旬に予定しているため、今日いただいた意見を踏まえ、内容を確定していきたいと考えています。

委員：　問22だけがその他（自由記述）の選択肢がありませんが、設定していたら新しいアイディアが出てくるかもしれません。それと、全体としての自由意見を書ける設問を設けてはどうでしょうか。

委員長：　狛江市の地域福祉全体について、自由記述の欄を設ける必要はあるが思います。

委員：　調査対象についてですが、可能であれば障がいのある人など困っている人に調査票が届くよう配慮してはどうでしょうか。

委員長：　個別計画を策定する際に、計画対象者となる人へのアンケート調査等を行うので、一般市民向けとなっているのだと思います。ただ、若い世代の方がどれくらい回答してくれるのか、ちょっと心配な部分もありますが、そのあたり事務局の方いかがでしょうか。

事務局：　確かに20歳代や30歳代などの若い世代の回収率は下がることが想定されますが、今まであまり地域福祉に縁がなかった若い世代に調査票を配布することで、市が取り組もうとしている方向を周知することにもなるのではないかと考えています。

委員長：　アンケート調査ですべてが分かるということはありませんが、回収された回答を性別や年齢別でみることにより、ある程度の考え方を把握することは可能ではないでしょうか。
委員：　問25の設問では、“ひとり暮らし高齢者や障がい者の”となっていますが、震災が発生した時に連絡がとれずに困ったとの保育園保護者の声も聞いています。問18と同様に“子ども”も対象とした設問とすべきではないでしょうか。

事務局：　問18は福祉サービス全般に関することなので、“子ども”も対象とした設問としています。問25については、市が現在行っている災害時要援護者の登録制度に関連した設問としているため、高齢者と障がい者を対象としています。

委員：“　子ども”を含めた設問とすべきとの意見には賛成ですが、この設問の目的が事務局より説明のあったように市が行っている登録制度に絡めたものであるならば、その事の説明を明記すればよいのではないでしょうか。
委員長：　市民の関心も高いテーマであるので、問25については事務局の方で委員の意見も踏まえ、再考していただきたいと思います。

委員：　問９は地域の問題や課題となっていますが、“仕事がない”とかひとり親家庭の課題等を聞く設問があってもよいのではないでしょうか。

委員：　問５の選択肢にある“75歳以上の方がいる”は、介護が必要な方が家族にいるかどうか把握したいとの意味で設定しているならば、“介護や介助が必要な方”と表現を変えた方がよいのではないでしょうか。
事務局：　確かに75歳以上になると、要介護認定を受けている人の割合は高くなりますが、公的サービスを利用していない人もたくさんいます。ここでは、介護や介助が必要な人に限定せず、例えば元気であっても運動器の低下により災害発生時に不安を感じている人がどれくらいいるのかなどを把握するために、“75歳以上の方”としています。
委員：　設問によっては単数回答とせず、複数回答を可能とした方が回答しやすいものもあるのではないかと思います。

委員：　地域活動への参加状況により回答に違いがあると思うので、問15のあたりに現状における地域活動への参加状況を聞く設問を追加してはどうでしょうか。

委員：　問11の選択肢に“自治会・町内会が”とありますが、狛江市の場合、地域によっては自治会や町内会がなく、それに代わる住民組織が活動している例もあります。よって、“自治会や町内会等の地域組織が”に修正した方が狛江市の実態に即していると思います。また、問15の例示に“家事支援”とありますが、これを入れることより地域活動の範囲を狭く捉えてしまう人もいるのではないでしょうか。さらに、“ボランティア（有償・無償）”との記述がありますが、今の時代、有償ボランティアという言い方はあまりしないので、括弧は削除してはどうでしょうか。
委員：　問７や問９など、“感じていますか”との表現は、答えにくい人もいると思うので、例えば問９であれば、“問題や課題があるとすればどんなことですか”という風に修正してはどうでしょうか。
委員：　一つ提案ですが、狛江市では“あいとぴあ”という言葉を使ってきたので、その言葉を知っているか、について聞いてはどうでしょうか。

委員長：　これらの意見を踏まえ、事務局でもう一度検討をしてほしいと思います。また、実際に回答してもらって回答しやすいかどうか検証も必要と思います。

事務局：　本日、委員からいただいた意見を踏まえ修正した調査票を委員に配布しますので、ご確認をお願いしたいと思います。
委員長：　事務局より説明がありましたように、修正した調査票が配られるようですので、お気づきの点がありましたら、事務局までメールやファックスでご指摘をお願いいたします。さて、本日の審議事項は以上ですが、その他について事務局の方から説明をお願いいたします。

事務局：　児童青少年課より、保育所入所待機児童数、学童クラブ入所者数についてご報告いたします。まず、保育所の入所待機児童数についてですが、平成23年４月１日現在の待機児童数は73名となりました。旧定義による入所申込児童数は966名となっていますが、継続入所者数及び新規入所者数を除くと旧定義による入所待機者数は132名となります。そこから認証保育所及び保育サービスを受けている児童数、保護者の私的な理由により特定の保育所を希望している待機児童数を除くと、新定義の待機児童数は73名となります。また、３月末で市内の保育室「赤いほっぺ」が閉室したことにより、当初は入所待機児童数が10名から15名増加になると予想していましたが、内定辞退者や退園が予想以上に出たことを受け、追加選考を行い多数入所させることができたため、結果として入所待機児童数は昨年に比べ微増となりました。内定辞退や退園の主な理由としては、田舎の方へ避難するとか、日本は危ないので母国に帰るなど、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故の影響も多少はあったものと思います。また、１歳児の入所待機児童数が多いのは、一般的な企業の育児休暇期間が１年ということが定着しており、育児休暇明け保育の希望者が多かったのではないかと考えております。
次に、学童クラブの入所状況につきましては、学童クラブ３か所、小学生クラブ２か所の計５か所で定員を超過して受け入れを行っています。待機者の受け入れについては、定員を下回った際に受け入れを行っていきたいと考えております。

委員：　入所待機児童数についてですが、いくつもの保育園に入所を申し込んでいるケースもあると思いますが、それらを精査した数ということでしょうか。

事務局：　はい、精査した児童数です。

委員長：　介護保険の方では、入所待機者数という言葉を使わず、入所希望者にしようと考えています。子どもに関しては、国の方で「子ども・子育て新システム」が検討されていますが、保育園と幼稚園の一体化というか、統合というか、これらも見守っていく必要があると思います。長時間となりましたが、今年度の第１回市民福祉推進委員会を閉会したいと思います。本日はどうもありがとうございました。
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